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１. はじめに―相談支援を担う専門職の配置に関する政策動向―
今日, 住民の抱える生活課題は, 社会的孤立や生活困窮の問題も含めて複合化・多様化す
るとともに深刻化し, 急速に拡大している｡ こうしたことを背景として, 国および自治体に
おける福祉政策は, 福祉サービス給付を充実するのではなく, 住民の抱える生活課題の相談
にのり, 地域づくりも視野にいれて支援するコミュニティソーシャルワーカー (以下,
CSW) や地域福祉のコーディネーター, パーソナルサポーターといった相談支援を担う専
門職を配置することで対応する傾向にある｡ また, まさに ｢地域インフレーション｣ とでも
いうべき状況であるのだが, 地域の生活課題に対して, 住民が主体的に課題解決に取り組む
ことを過剰に期待される状況にあり, 介護保険法においては2014年の改正で住民参加が制度
化されている｡
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さて, CSWは, 大阪府において2004年度より５年間の事業として配置が進められていた
もので, 府の補助の対象外である政令指定都市と中核市も含めて, 今日では府内の全43市町
村に CSWが配置されており, 全国的にも独自に配置する自治体が増えている｡ CSWは ｢要
援護者に対する個別支援だけでなく, 要援護者を 『本来対応する機関につなぎ』 ながら, 当
該要援護者を地域で支えることができる 『ケア・ネットワーク』 の構築及び普遍的な仕組み
の開発・提言｣ といった機能を担うとされており, ｢今後 CSWには, 個別支援を地域支援
に発展させ, 要援護者を見守り・支えるボランティアグループの組織化や要援護者支援のた
めの新たなサービス・仕組みの開発を通じたセーフティネット体制づくり, 地域福祉計画及
び他の分野別計画の策定並びに福祉施策の推進に関する行政への提言等をこれまで以上に行
うことが期待される｣ とされている (大阪府福祉部地域福祉推進室地域福祉課 2011)｡
同様の専門職として, 厚生労働省のこれからの地域福祉のあり方研究会 (2008) によりま
とめられた ｢これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告書｣ において, ｢専門的な対
応が必要な問題を抱えた者に対し, 問題解決のため関係する様々な専門家や事業者, ボラン
ティア等との連携を図り, 総合的かつ包括的に支援する｡ また, 自ら解決することのできな
い問題については適切な専門家等につなぐ｣ ことと, ｢住民の地域福祉活動で発見された生
活課題の共有化, 社会資源の調整や新たな活動の開発, 地域福祉活動に関わる者によるネッ
トワーク形成を図るなど, 地域福祉活動を促進する｣ という役割を期待される ｢地域福祉の
コーディネーター｣ の配置も全国的に進められている｡
このように CSWや地域福祉コーディネーターの担う役割・機能の詳細については違いが
あるものの, 大枠ではほぼ同種の専門職であると解することができる｡ この他, 2010年６月
に閣議決定された ｢新成長戦略～ 『元気な日本』 復活のシナリオ～｣ のなかに盛り込まれた
｢長期失業や非正規就業で生活上の困難に直面している 『孤立化』 した人々を, 個別的・継
続的・制度横断的に支える 『パーソナル・サポート』 制度｣ は, 2012年度の終了までの間,
モデル事業として配置され, この取り組みの成果は, 2015年４月より施行されている生活困
窮者自立支援法における支援に取り入れられている｡ 同法による支援は経済的な困窮への対
応に留まらず, 社会的孤立への対応も含むものであるため地域福祉的な活動とも関連してお
り, 困難な状況に置かれている個々の住民への支援の実践から地域づくりへと展開すること
が重視されている｡ それはコミュニティソーシャルワーク, あるいは地域を基盤としたソー
シャルワークの考え方や方法とも重なっている｡
また, 先の介護保険法の改正により, 介護予防・日常生活支援総合事業 (新しい総合事業)
と生活支援サービスの体制整備 (包括的支援事業) が新設され, ｢生活支援コーディネーター
(地域支え合い推進員)｣ の配置が法定化されている｡ さらに, 2015年９月には厚生労働省の
｢新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プロジェクトチーム｣ が ｢誰もが支え合う
地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン－｣
(以下, ｢福祉の提供ビジョン｣) が公表され, ｢全世代・全対象型地域包括支援体制｣ の構築
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が提言されるとともに, 2016年度より ｢多機関の協働による包括的支援体制構築事業｣ のモ
デル事業が開始され, 2016年７月15日には厚生労働省に ｢『我が事・丸ごと』 地域共生社会
実現本部｣ が設置されており, 相談支援体制の構築を中核に据えた住民参加による地域づく
りに向けての検討が始まっている｡
こうした政策動向や実践状況を整理した加山 (2015) によれば, これらの概念に共通して
いるのは, ｢日常生活圏域を舞台とし, 生活困難を抱える個人・世帯を幅広くとらえ, 個別
支援を地域の諸資源とともに行い, 地域の 『面』 的支援や地域づくりも一体的に進めること
を要件とすること, さらにはそこにおいてソーシャルワークの統合的活用を図る｣ ところに
あるという (加山 2015：47)｡ そもそも地域福祉には, 地域社会そのものにはたらきかける
という側面がある｡ これは地域福祉の領域では地域支援とか地域づくりとして捉えられ, 方
法論としてはコミュニティワークとかコミュニティオーガニゼーション (以下, CO), さら
にはソーシャルアクションなどが用いられる側面であり, 地域における自治やガバナンスの
構築といった課題は, こうした文脈に位置づけられる｡ 加山は個別支援と地域支援を ｢CO
やコミュニティワークを用いた地域支援が地域の変革や持続可能性を数十年のスパンで展望
するものであるのに対して, 個別支援は個人・世帯の権利擁護や自立生活支援が当座の関心
事となる｣ として時間軸の違いから説明している (加山 2015：47)｡ また, 地域におけるニー
ズ発生の予防や軽減といった側面も指摘しているが, 松端 (2016a) では, 地域支援を ｢地
域の課題｣ に ｢地域ぐるみ｣ で対応する支援として, 地域の共同性を再構築したり, 自治を
確立していくために地域社会そのものへはたらきかけるアプローチとして幅広く捉えている
(松端 2016a：1517)｡
今日では, こうした CSWに代表される総合相談を通じての個別支援から地域支援・地域
づくりへと展開するような支援の必要性が強調され, 政策化されるようになっているのだが,
その背景には既存の制度の網の目からもれてしまう制度の狭間の問題や複合化・多様化し,
より深刻化している生活困窮の実態がある｡
本稿においては, 自治体におけるこうした個別支援系の専門職の配置を中心とした相談支
援体制を構築していくためには, それとは別にコミュニティワーク (地域支援) の機能を担
う専門職による実践が不可欠であることを理論的に確認し, 個別支援系と地域支援系の２種
類の専門職の配置のあり方を中核とした地域福祉推進のための方法について検討する｡
そこでまず, 中間層が二極化し, 格差が拡大し, 低所得・貧困層が増大する傾向は, 国際
的にも認められる傾向であるが, ここでは日本における具体的な生活状況を分析した文献を
参考に, その実態について確認してみることにする｡
２. 困難な状況に置かれている住民の生活実態
さいたま市で生活困窮者支援の NPO法人ほっとぷらすで活動している藤田は, ｢生活保
護基準相当で暮らす高齢者およびその恐れがある高齢者｣ を ｢下流老人｣ として定義づけて
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同名の新書を出版し, 大きな反響を呼んだ (藤田 2015)｡ ｢一億総老後崩壊｣ というサブタ
イトルが示すように, この問題は一部の高齢者の問題ではなく, 高齢者世帯の所得などに関
する統計資料をみても, また具体的な事例をみてみても, 誰にでも起こり得る事態であると
している｡
藤田は, ｢下流老人｣ の具体的な指標として①収入が著しく少ない, ②十分な貯蓄がない,
③頼れる人間がいない (社会的孤立) の３つの ｢ない｣ を挙げている (藤田 2015：2334)｡
そして, ｢普通｣ から ｢下流｣ に陥る典型的パターンとして, ①病気や事故による高額な医
療費の支払い, ②高齢者介護施設に入居できない (お金がなければまともな介護も受けられ
ない), ③子どもがワーキングプアや引きこもりで親に寄りかかる, ④熟年離婚, ⑤認知症
でも周りに頼れる家族がいない, の５つを挙げている (藤田 2015：77104)｡
こうした問題が生じる背景には, 社会保障・社会福祉の制度疲労とその改善を怠ってきた
政府の無策がある｡ 高齢者の一人暮らしや夫婦のみ世帯の多くが年金収入のみで経済的な困
窮状態に陥っていることをふまえると, ｢家族扶養を前提とした年金制度｣ がすでに ｢崩壊｣
しているといえる (藤田 2015：151152)｡ また, 貧困が拡大している状況のもと生活保護
基準は年々引き下げられ, 厳格な運用により保護受給の引き締めが行われ, 生活保護を申請
することに対する心理的なハードルも加わって (藤田 2015：162164), 生活保護制度が十
分に機能していないという問題もある｡ 日本の生活保護の捕捉率は, ドイツの64.6％, フラ
ンスの91.6％に対して, わずか15～30％程度である (藤田 2015：141142)｡ こういった経
済的保障の不備の問題とも関連して, 必要な医療が受けられない ｢医療難民｣ を大量に生み
出す医療制度の不備, 経済的状況を考慮して制度設計がなされていないうえに, 運用上の細
部にわたる厳格な規定などにより介護サービスを適切に利用することができないという介護
保険制度の不備などの問題が複雑に絡まり合いながら問題を深刻化させている｡
実践面においても, 住民が介護保険制度を利用する際の支援をするはずのケアマネジャー
が, 介護保険制度は熟知していても, 生活保護制度を含めて社会保障制度に関する知識は弱
く, 貧困を構造的に理解してケアプランを立てることができていないという問題もある (藤
田 2105：156158)｡ さらには特別養護老人ホームの入居待機状況に端的に象徴されるよう
に, 介護系施設の不足のみならず, 高齢者の住居を保障する住宅政策の不備も深刻である｡
｢関係性・つながり構築の不備｣ という問題に対して, 伊賀市社会福祉協議会のアウトリー
チや見守り活動の実践が紹介されているが (藤田 2015：161162), そうした ｢支え合い活
動｣ は, 住民の抱えている経済的困窮を基底にして複雑に絡まり合う生活上の諸困難のすべ
てに対応できるような万能薬では決してない｡
藤田は, ソーシャルワーカーとしての活動をふりかえり, 生活困窮の相談者が ｢一向に減
らない｣ 状態を船底に穴の開いたボートからバケツで水をくみ出すことにたとえている｡ そ
して現在, 行っている支援はまさにボートからバケツで水をくみ出すような ｢ミクロ実践｣
としての ｢対象療法｣ でしかないとして, 社会問題である下流老人問題に根本から対応する
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｢マクロ実践｣ としての制度変革の必要性を訴えている (藤田 2015：7273)｡
こうした経済的困窮を軸に据えて問題を指摘している書籍は他にも多くある｡ たとえば,
高齢者の経済的困窮に関するルポルタージュ的な書籍としては, NHKスペシャル取材版
(2013) による 『老人漂流社会』 の続編として, 同取材版 (2015) による 『老後破産』 があ
る｡ NHK取材班による一連の取材を遡れば, NHKスペシャル ｢ワーキングプア｣ 取材班
(2007) が ｢ワーキングプア｣ 問題を告発し, NHK ｢無縁社会プロジェクト｣ 取材版 (2010)
は ｢地縁, 社縁, 血縁が崩壊し,“ひとりぼっち”が急増するニッポン｡ 無縁死はもはや他
人事でない！｣ とさまざまな縁を喪失している社会を ｢無縁社会｣ と名づけて警鐘を鳴らし,
大きな反響を呼んだ｡
NHKスペシャル取材班 (2013) では, ｢『無縁社会』 から 『老人漂流社会』 へ｣ として,
｢無縁社会｣ のプロジェクトにおいて ｢老後, 孤立してしまう高齢者が急激に増えているこ
と｣ を伝えたが, ｢その現象の一端が孤独死の増加であり, ゴミ屋敷であり, 無縁墓地が増
え続けていることであった｡ さらに取材を継続すると, そうした孤立する高齢者が, 死後,
悲惨な末路をたどるだけでなく, 生前から老後の暮らしを脅かされている現実があることも
わかってきた｣ とし, ｢今, 安住できる“終の住処”を持てずに, 孤立する高齢者たちが病
院や施設を転々とせざるを得ない 『老人漂流社会』 が拡がっている｣ としている (NHKス
ペシャル取材班 2013：1011)｡
そして NHKスペシャル取材班 (2015) では, 生活保護水準以下で, 年金だけでギリギリ
の生活を続けている状況を ｢老後破産｣ と捉えて, 丁寧な取材を重ねることで, 高齢者の置
かれている極めて不条理で悲惨な生活の実態を具体的に描き出している｡ 富裕層が多く住む
イメージの東京都港区でも, 2011年の調査では, 生活保護水準以下 (年収150万円以下) の
単身高齢者は30％以上にもなり, そのうち生活保護の受給者は２割程度であったという｡ そ
して港区で2011年より取り組まれている一人暮らし高齢者への訪問活動である ｢ふれあい相
談｣ 事業に基づく取り組みについて, 具体的事例を交えて紹介している (NHKスペシャル
取材班 2015：第１章)｡ また, 東京都の別の区で月額６万円の年金で, １食分100円ほどに
食費を切り詰めても赤字の生活を強いられている男性の独居高齢者の生活や (NHKスペシャ
ル取材班 2015：114132), 地方都市で月額２万5000円の年金だけでほとんど自給自足の生
活をしている女性の独居高齢者 (NHKスペシャル取材班 2015：171185) などの悲惨な生
活状況を紹介している｡
こうした問題は, 年金や介護保険に代表される社会保障制度が前提としている家族そのも
のが機能しなくなっているなかで生じているともいえるが, そうした問題を分析したものと
しては, 山田 (2014) を改題し文庫化した山田 (2016) 『家族難民』 がある｡ また, NHK
｢認知症・行方不明者１万人｣ 取材版 (2015) による 『認知症・行方不明者１万人の衝撃』
もある｡ 貧困関連では, ここ数年の間に実に多くの書籍が出版されているが, 直近のもので
はたとえば NHK ｢女性の貧困｣ 取材版 (2014) による 『女性たちの貧困』 や栃木県の地方
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紙である下野新聞子どもの希望取材班 (2015) 『貧困の中の子ども』 がある｡ 貧困と野宿の
問題を中心にした書籍としては生田 (2007) を文庫化した生田 (2016) 『釜ヶ崎から』 が出
版されている｡
このような貧困問題を核とした今日の生活課題は, 支援の狭間あるいは制度の狭間という
観点からも捉えることができる｡ 次にそうした観点から社会福祉や地域福祉の概念にも関連
づけて考察してみる｡
(1) ｢狭間｣ 問題の捉え方
地域福祉の概念には, 困難な状況に置かれている個々の住民のケアなり支援のレベルから,
地域の自治なりガバナンスのレベルまでを含む重層性がある｡ また, 社会福祉の各分野にま
たがるという意味での射程の広さもある (松端 2015：190)｡
松端 (2012) では, 地域福祉を ｢福祉課題を抱える個々の住民への支援｣ と ｢地域づくり・
福祉コミュニティづくりの支援｣ という２つの側面に分けて整理し, 支援していくうえで前
者では ｢個人の主体化｣ が, 後者では ｢地域の主体化｣ が重要となることを指摘した｡ その
際, 参照したのが岡村重夫の社会福祉原論であり, 地域福祉論である｡
猪飼 (2015) は, ｢制度の狭間｣ の問題を切り口に社会福祉学の核心へと切り込む刺激的
な論考を行っているが, そこで参照されているのが岡村理論である｡ そこでは直接的には地
域福祉のことを論じているわけではない｡ しかし, 上記のように生活課題を抱える個々の住
民の支援という枠組みで捉えると, 地域福祉のテーマとも重なる｡ とりわけ ｢制度の狭間｣
問題への対応は, 今日では地域福祉に関連する学界・業界においても最も関心の高いテーマ
のひとつでもある｡
平野 (2015) は ｢福祉支援の狭間｣ を ｢問題／ニードを抱えた対象者が, その問題解決／
ニード充足に必要な手段・方法や資源がなく, 要支援状態のまま置かれている状態｣ と定義
している (平野 2015：19)｡ 支援の狭間は, 単に制度の狭間というだけではなく, 機関・組
織, あるいは支援者がどのように支援するのかということにより大きな違いがあり, ｢制度
というマクロの問題だけでなく, そこには機関・組織の運営というメゾ, 現場での福祉実践
というミクロの問題もある｣ として, この問題を多重的な観点から捉えている (平野
2015：20)｡ そして, 制度の狭間の問題を所与の前提とする社会福祉の機関・組織の ｢非福
祉現業化｣ という側面を指摘し, ｢制度ありきで, 支援を必要とする人びとを視野の外に置
いて 『安閑』 としてよいのか｣ と今日の社会福祉における支援のあり方, ソーシャルワーク
実践のあり方を批判している (平野 2015：21)｡
たとえば, 男性の介護者という観点からすると, それはすでに介護者の３分の１を占める
ようになっているとはいえ, ｢現実の介護政策がいまだに拠って立っているのは 『嫁・女性』
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３. ｢制度の狭間｣ 問題への対応としての地域福祉―岡村理論とシステム理論を手掛
かりに―
の従来の介護者モデル｣ (津止 2015：48) であることからすれば, 今日では男性介護者の支
援の必要性が顕在化してきているにもかかわらず, 制度的には十分な対応がなされていない
ので, そこに ｢狭間｣ の問題が生じているといえる｡
あるいは性暴力被害者に関して, ｢現在もなお, 性暴力被害者を定義づけ, その支援や加
害者への対応を包括的に規定する法律が存在しない｣ (坂間 2015：68) という状況は, 対応
する社会制度を欠いた状態であり, そのもとでの性暴力被害者の支援はまさに ｢狭間｣ の状
況にあるといえる｡ また, 自殺の問題は ｢個人に最も深刻な事態を招く｣ 事態であり, ｢周
囲の者にも重大な喪失｣ をもたらすものであるだけに, 地域福祉でも重要な位置を占める
｢予防的社会福祉｣ の観点からも看過できない課題である (坂下 2015：57)｡ しかし, やは
り十分な制度がなく, 必要な支援がなされていない状況をふまえると ｢狭間｣ の問題のひと
つであるといえる｡
しかし, こうした問題は確かに ｢狭間｣ の問題であるには違いないが, そうだとすれば同
様の問題は際限なく生じることになる｡ このように捉えると, 猪飼の今日の社会福祉では
｢制度による生活支援こそが主たる支援の姿であり, 『狭間』 の支援はあくまで従たる支援の
姿である, という含意が読み取れる｣ との指摘は, 事態を的確に捉えているといえる (猪飼
2015：29)｡ 確かに日本の社会福祉の理論を構築した第一人者と評価されている岡村重夫は,
｢『狭間』 をむしろ社会福祉の 『固有性』 の領域として規定｣ していた (猪飼 2015：29)｡ 生
活課題とそれに対応する制度や支援との ｢狭間｣ の問題は, いまに始まったことではなく,
常に存在していたということを踏まえると, 猪飼の指摘するようにいつのまにか社会福祉が
制度を前提にした支援に陥っているということを反省的に捉え返す必要がある｡
(2) 岡村理論からシステム理論へ
岡村は社会福祉の対象を何らかの属性が付与された特定の個人ではなくて, ｢社会生活上
の基本的要求が充足されない状態｣ としての ｢社会生活上の困難｣ であるとした (岡村
1983：71)｡ したがって, たとえば ｢障害者｣ だからそのままで社会福祉の対象になるので
はなくて, 個人が社会生活を営むうえで取り結ぶ複数の社会関係が ｢不調和｣ であったり,
取り結ぶべき社会関係が形成できていない ｢欠損｣ した状態, あるいは必要な社会制度がな
い状態 (｢社会制度の欠陥｣) を社会福祉の対象とした｡ そして岡村は, 社会福祉の固有性を
｢社会関係の主体的側面｣ である個人の側から社会関係を調整したり, 必要とされる社会制
度を開発したりするところに求めた｡
ここでの難点は, 岡村理論では社会福祉関連の社会制度が社会福祉として位置づけられな
いということであるが, 岡村理論を日本版ソーシャルワーク論と解釈し, 社会福祉の援助の
機能を説明しているとすれば説明はつく｡ しかし, それでも猪飼が指摘するように社会制度
に規定される職業としてのソーシャルワーカーも社会制度のひとつであるすると (猪飼
2015：30), やはり理論全体の整合性が怪しくなってくる｡
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そこで松端 (2012) において, 岡村の地域福祉論を分析する際に用いたルーマン
(Luhmann, N.) の社会システム理論の枠組みを援用することで, 岡村理論を再解釈してみ
ることにする｡ ルーマンは ｢システムが存在する｣ というところから出発する｡ その意味は
システムが環境から区切られているということである｡ システムの構成要素は, 人間や人間
の行為ではなくコミュニケーションである｡ そのコミュニケーションは次のコミュニケーショ
ンの生成を促し連鎖していく｡ 同じ種類のコミュニケーションの連鎖は, 自己言及的な固有
の機能を持った機能システムを形成し, そのシステムの内部においてシステム形成が繰り返
されることによって, 新たに＜システム／環境＞が形成され機能分化していく｡ それぞれの
機能システムは, シンプルで強力な ｢二項的コード｣ を備えている｡ このコードは ｢A／非
A｣ という形式をとり, ｢Ａ／Ｂ｣ という区別にはなっていない｡ つまり, イエスとノーの
二つの値だけを用い, 第三項はない｡ そして, 機能的に分化したシステムは, それに属する
あらゆるコミュニケーションを特定の二分コードに則して組織していく｡ たとえば, ＜法シ
ステム＞のコードは ｢合法／不法｣ であり, ＜医療システム＞では ｢病気／健康 (病気でな
い)｣ というように各機能システムは自らのコードを使ってコミュニケーションが自らに属
するか否かを区別するのである｡ そこではたとえば, ｢健康を害している｣ ということは
＜法システム＞にとって, ｢合法／不法｣ のコードによって排除された第三項 (法システム
にとっては, ｢健康を害していること｣ は, 法システム外の ｢環境｣ となる) として捉えら
れる (松端 2012：112114)｡ なお, ここで筆者が用いているシステム理論の概念は, 一般
に福祉系の学界や業界で用いられるシステムという用語や概念とは違いがあるので, 詳しく
は松端 (2012) で挙げられている文献のほか, 井庭編 (2011), 佐藤 (2008) などを参照さ
れたい｡
少し長くなったがこうしたシステム理論的枠組みを用いると, ｢『社会制度』 が, それ自体
として自立性を有する社会システムである｣ (猪飼 2015：30) ということの意味がより鮮明
になる｡ たとえば, 医療制度 (医療システム) においては, 受診に訪れた人が ｢病気である｣
か ｢健康＝病気でない｣ かに従って対応するので, 当人の支払い能力の有無は関係ない｡ し
かし, 身体の不調を感じている当の本人にとっては, 治療費が支払えなければ, 医療を受け
ることはできない｡ つまり, 岡村のいうところの ｢社会関係の不調和｣ が生じるのである｡
このような場合に, 生活保護や無料低額診療事業を活用することで支援している藤田
(2015) の実践がまさにそうであるが, 岡村は社会福祉の機能は ｢社会関係の主体的側面｣
である個人の側に立って, 不調和の状態にある社会関係を調整するところにあると捉えたの
である｡ 仮に岡村のいう社会福祉を特定の機能を有するひとつのシステムとして捉えれば,
その二分コードは ｢社会関係の調整／非調整｣ ということになる｡ もう少し広く捉えて, 上
述した岡村の ｢生活困難｣ という概念を用いると ｢生活困難の解決／非 (未) 解決｣ という
コードを備えた機能システムが社会福祉ということになり, 岡村はそこに ｢社会福祉の固有
性｣ を求めたと解することができる｡
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とすれば, そうした機能が, ｢社会福祉に 『固有』 であるということは証明されているか｣
とか, ｢職業としてのソーシャルワークにも, 社会福祉にも, その固有性を保証しないので
ある｣ との猪飼の指摘は (猪飼 2015：30), 論点がずれていることになる｡ つまり岡村は,
社会福祉を社会関係の二重構造において生じる ｢生活上の困難｣ の解決を図る機能を有する
取り組みである (それをソーシャルワークといってもいいし, ルーマン的な意味での社会福
祉システムといってもいい) と捉えたということなので, 問われるべきは ｢証明｣ 云々では
なく, その理論の説明能力なのである｡ そして, この説明能力という観点からすれば, 岡村
理論の枠組みは, ｢制度の狭間｣ の問題を含めて社会福祉の機能を説明するうえで優れてお
り, 猪飼のいう岡村理論に代表される社会福祉学説史においては, その対応にこそ社会福祉
の固有性を求めてきた, あるいは ｢社会福祉の目指すべき戦略拠点としての固有性｣ がある
のではないかとの指摘は的を射ていることになる (猪飼 2015：37)｡
岡村理論では, 社会福祉は援助 (支援) という行為を通じて, 困難な状況に置かれている
人の ｢生活上の困難｣ を解決していく機能を担っているとしている｡ その機能には, ｢評価
的機能｣ (アセスメント), 社会関係の ｢調整的機能｣, 別の社会制度 (社会資源) につなぐ
｢送致的機能｣, 個人の可能性, 地域住民の主体性, 新たな社会資源を ｢開発｣ する ｢開発的
機能｣, そして社会関係の調整, 送致, 開発という機能では対応しきれない場合の ｢保護的
機能｣ の５つがある (岡村 1983：118127)｡ しかし, 今日の社会では, 介護保険法に規定
される介護支援専門員 (ケアマネジャー) に象徴されるように, それぞれが機能分化した社
会制度 (社会福祉の各種の制度) にもとづいて実践されるようになっているので, 社会制度
の側 (｢社会関係の客体的側面｣) に軸足を置いて支援すると, 社会福祉自体が制度の番人の
ごとき役割を果たし, ｢狭間｣ を創出することになる｡ この問題は, 制度の規定上の厳密さ
や狭さだけでなく, 平野 (2015) が指摘するように社会福祉の機関・組織, あるいは専門職
の ｢非福祉現業化｣ によって生じるという側面もあるのである｡
このような貧困問題を核とした今日の生活課題に対して, 厚生労働省はここ数年の間に生
活困窮者自立支援法や子どもの貧困対策の推進に関する法律などの法制度化を行い, 上述し
た ｢福祉の提供ビジョン｣ を公表している｡ しかし, こうした方向が今日の深刻な生活問題
に応えるものであるといえるのだろうか｡
(3) 生活困窮者支援の現状
菊池 (2015) は, 社会保障としての生活困窮者支援の法制度について, 一連の政策動向を
整理し, 生活困窮者自立支援法の実施状況と課題について具体的に分析している｡ 同法の規
定では要保護者以外の生活困窮者を対象としているが, 実態としてはどちらの対象となるか
は ｢流動的｣ なので, ｢諸関係機関の密接な連携が不可欠である｣｡ 事業の実施主体として,
自立相談支援事業は自治体直営40％, 委託49％となっているが, 就労準備支援事業では直営
８％, 委託85％であり, 家計相談支援事業では生活福祉資金貸付事業のノウハウのある社協
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が70.9％で, 一時生活支援事業や学習支援ではそれぞれ NPOが34.1％, 39.4％となるなど違
いが大きいため連携の仕方も多様になる｡ また, 任意事業を実施する自治体は増えてきてい
るものの, やはりバラつきがあるので全体に底上げしていくことも課題となる｡ 制度の性格
上, 明確な費用対効果を測ることは困難だが, そこに囚われると ｢相対的に就労自立に近い
位置にいる対象者を優先して支援の対象とする 『クリーム・スキミング』｣ に陥るといった
課題を指摘している (菊池 2015：1011)｡
また, 先に取り上げた藤田 (2016b) は, 相談支援活動を通じて, ｢人がよく亡くなる現場
がある｡ それは貧困の現場である｣ として, 孤立死や自死の多さを指摘している｡ 孤立死の
場合には, ほぼすべての人が何らかの病気を有しており, 治療費が払えなかったり, 移動の
困難さなどの理由で治療を自己判断で止めてしまうことで死を迎えてしまうという ｢治療中
断死｣ とでもいうべき事態が多いという｡ また, 自死の場合には, うつ病や統合失調症, ア
ルコール依存症などの精神疾患を患っていることが多く, 福祉サービスの ｢支援量の不足｣
や他者との交流がないことも自死の大きなリスクであるという (藤田 2016b：34)｡
川島 (2015) は, 大阪府社会貢献事業が2010年度から2012年度の３年間に対応したケース
を対象としたケース記録の分析と社会貢献事業のコミュニティソーシャルワーカー (社会貢
献ワーカー) への自記式のアンケート調査を通して, 生活困窮者支援に関わる支援ネットワー
クのあり方について, 分析・検討している｡ その結果, 支援のプロセスにおいて当事者の課
題の変化や状況の変化に柔軟に対応できずに, ｢その場その場でネットワークが形成されて
は解体される｣ という時間軸によりネットワークが分断されるという ｢時間による分節化｣
という課題と, 関係者・関係機関との間でネットワークが分断するという ｢専門分野による
分節化｣ の課題があることを明らかにしている (川島 2015：3334)｡ そこには社会貢献事
業が概ね10万円の金銭的援助が実施できるということもあり, 他機関から ｢ケースが投げ込
まれ｣ た後, 支援を実施し, 次につないだ後は個人情報へのアクセスが拒否されるといった
問題もあり, 社会貢献ワーカーの個人的な責任や力量の問題に還元することはできないとし
ている｡ したがって, 生活困窮者自立支援法における自立相談事業も含めて, ｢ネットワー
クのコーディネート機能の権限を担保できる｣ か否かが重要な鍵となるとしている (川島
2015：35)｡ 支援ネットワークに包括的に関わり調整できる専門職が必要となるが, 上記の
厚生労働省のモデル事業における ｢相談支援包括化推進員｣ には, そうした役割が期待され
ているといえる｡
社会福祉法人による社会貢献活動としては, 大阪府において2004年度より取り組まれてい
る社会貢献事業 (生活困窮者レスキュー事業) が注目されてきたが, その活動をまとめたも
のとして大阪府社会福祉協議会編 (2013) がある｡ この事業では各高齢者施設にコミュニティ
ソーシャルワーカーを配置しているが, そうしたワーカーの実践に着目した研究としては先
の川島 (2015) のほかに, 片岡 (2014) がある｡ そこでは生活困窮者への支援後の暮らしの
変化について, 2009年度から2011年度の経済的援助を伴う相談事例 (約2000件) をもとに追
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跡可能なケースを859事例に絞りこみ, 追跡調査を行っている｡ その結果, ①連絡がとれた
ケースが436件, とれなかったケースが423件で, 約半分のケースで連絡がとれなくなってい
る｡ とりわけ30歳から40歳代の生活困窮者世帯で連絡がとれなくなっているケースが多く,
｢再困窮の可能性｣ が懸念される｡ ②また, 追跡可能な436世帯では経済面や心理面において
は概ね安定しているといえそうだが, それでも約２割の世帯で経済面で ｢平行線｣ か ｢悪化｣
したという状況にあり, 社会関係がよくなったとの回答は約５割にすぎず, ２割強の世帯が
｢相談できる人はいない｣ としており, 社会的孤立の課題が懸念される｡ ③就労支援につい
ても, 就労しているとの回答は約３割であり, 失業していたり, 施設入所しているようなケー
スもあり, ｢理想と現実とのギャップ｣ があるといったことを指摘している｡
また, 山本美香 (2016) は, 生活困窮者に対して ｢住まいの確保｣ ｢生活支援｣ ｢就労支援｣
を行っている NPO法人を対象にヒアリング調査を実施し, 支援の実態を分析している｡ そ
の結果, 日本では政府や自治体, 国民の ｢居住権の意識が希薄｣ であり, ｢公的住宅が不足｣
している状況をふまえて, まずは ｢居住権を確立することが第一に求められる｣ ということ
をことわった上で, ①支援団体は, 入居前支援として大家や不動産会社の開拓を行う ｢見え
ない支援｣ も含めて, ｢入居前・入居時・入居後｣ に渡って支援していること, ② ｢トラブ
ル時の介入｣ や ｢家賃の支払い・管理｣ などは大家や不動産会社との信頼関係を形成する上
でも ｢生命線｣ ともいえる支援であること, ③ ｢住まいの確保｣ と ｢生活支援｣ や ｢就労支
援｣ は一連の支援として捉えられていること, ④ ｢生活支援｣ や ｢就労支援｣ については,
NPO法人の自己資金やスタッフの犠牲の上で成立しているということ, の４点を指摘して
いる｡ こうした民間団体による綱渡りのような支援に依存している状況をふまえると予算措
置を伴う制度的な枠組みを確立する必要があるといえる｡
先にもとりあげた藤田 (藤田 2016b) は, ｢対象を選別しない｣ 相談支援を実践している
とのことだが, そうしたミクロレベルの実践を大切にしながらも, マクロレベルの実践とし
てのソーシャルアクションにも取り組んでいる｡ たとえば, 孤立死や餓死事件の背景には,
上述したように病気や障害があるにもかかわらず, 自ら支援を求めることもなく, 支援がな
いために放置されてしまっているような状況がある｡ こうした ｢インボランタリーなクライ
エント (問題解決へ非自発的あるいは消極的にならざるを得ない対象者)｣ も含めて, 生活
に困窮している人や世帯を発見する仕組みが必要であるが, 十分な状況ではない｡ そこでた
とえば2012年に発生した孤独死事件をふまえて, さいたま市長に対して, 多くの市民団体と
共同で, 民生委員などの福祉関係者に加えて, ライフライン事業者なども含めて社会的孤立
を予防するなどの対策を講じるための継続的で常設された協議機関を設置することや, 生活
困窮者に対して内閣府のパーソナル・サポート・サービスなどを参考に寄り添い型の支援体
制を構築するなどについて ｢要望書｣ を提出している (藤田 2016b：3839)｡
また, ブラック企業問題に対しては, うつ病を発症したり, 仕事や住居を失う労働者が多
いことから労働組合に加盟し, 企業と団体交渉を行うことも必要だとして, 労働組合関係者
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や弁護士, NPO法人, 大学教員らで ｢ブラック企業対策プロジェクト｣ を組織して, 相談
者の権利擁護を行う活動を展開している｡ その際, 休日出勤の際に給与が支給されないとか,
残業代が支払われないとか, 低賃金ゆえに専門職が集まらず虐待や不適切な施設運営が行わ
れているといった事案のために ｢社会福祉法人や介護施設を相手に団体交渉や職場改善｣ を
促すこともあるという｡ ｢介護報酬の削減や福祉職の離職率の高さ, 虐待事案が散見される
状況からも介護福祉の現場が疲弊｣ していることを指摘し, ｢その実態に介入することなく,
地域福祉も在宅福祉も推進することは不可能である｣ と主張している (藤田 2016b：3940)｡
さらには, 多くの生活困窮者が, 窓口での医療費や薬代が払えないために受診が制限されて
いるという状況をふまえて, 医療生協さいたまなどと連携して, 無料低額診療施設を増やす
活動も展開している (藤田 2016b：4042)｡ 現場での奮闘ぶりがよく示されているだけに,
政策的な改善の必要性がいっそう際立ってくるといえる｡
４. ｢福祉の提供ビジョン｣ における個別支援と地域支援の位置づけ
(1) ｢社会保障モデル｣ と ｢生活モデル｣
厚生労働者に設置された新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プロジェクトチー
ムは, 2015年９月に ｢福祉の提供ビジョン｣ を公表した (厚生労働省 2015)｡ そこでは, 分
野を問わない包括的な相談支援体制として ｢新しい地域包括支援体制 (全世代・全対象型地
域包括支援)｣ や ｢地域の実情に見合った総合的なサービス供給体制の確立｣, あるいは地方
創生の交付金を活用して整備が進められている ｢小さな拠点 (多世代交流・多機能型の福祉
拠点)｣ の必要性などが述べられている｡ そして, 法制度の改正も視野に入れて2016年７月
には ｢『我が事・丸ごと』 地域共生社会実現本部｣ が設置されている (厚生労働省 2016)｡
先に取り上げた猪飼 (2015) は, 岡村のいう社会制度と社会福祉 (ソーシャルワーク) と
の関係を翻案して, 所得の再分配政策を中核として制度的に生活問題に対応する支援戦略で
ある ｢社会保障モデル｣ と個人ごとに必要な支援を構築する支援戦略である ｢生活モデル｣
とに置き換えて (猪飼 2015：3233), この２つのモデルについて, ｢生活支援の限界効率｣
と ｢要援護状態から脱する人口｣ をグラフにし, ｢社会保障モデルと生活モデルとの間には,
その支援モデルとしての優位性が逆転する閾値が存在する｣ としている (猪飼 2015：34)｡
たとえば, ニーズの複雑性が小さい社会では, 制度的画一性に基づく社会保障モデルが相対
的に優位だが, 複雑性が大きい社会では生活モデルが優位な社会になりやすいとしている
(猪飼 2015：3435)｡ そして, ｢個人の複雑な生活問題には, 究極的に社会保障モデルでは
対応できない, というのが岡村の主張である｡ これを認めるならば, 生存権保障を厳格に実
行しようとする国家は, 支援効率の如何にかかわらず, 必ず生活モデル的支援を利用しなけ
ればならない｣ (猪飼 2015：36) としている｡ 続けて, 生存権保障国家においては生活モデ
ルの発達は前提的に保証されることになり, 北欧諸国の社会福祉のあり方がこれに該当する
かもしれないとし, 日本を含む多くの先進国では, 生存権の普遍的運用を避ける傾向があり,
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功利主義的判断が生存権を制限していると批判し, 生活モデルにその支援戦略の重心を移し
ていく必要があるとしている｡
さて, いまこの分析枠組みを用いるなら, 厚労省の ｢福祉の提供ビジョン｣ は, 制度の狭
間の問題にも対応しうる ｢新しい地域包括支援体制の確立｣ を主張しており, 猪飼のいう
｢生活モデル｣ を志向した政策を創設しようとしているようにみえる｡ とすれば, 猪飼のい
う ｢生活モデル｣ に移行しつつあり, 望ましい傾向といえるのだろうか｡
まず, 北欧諸国では生存権保障を基底に据えて猪飼のいう ｢社会保障モデル｣ を民主主義
的に構築している｡ その上で ｢生活モデル｣ 的支援も実践されていると解釈するのが妥当で
ある｡ 逆にソーシャルワークが高度に発達しているアメリカは, その意味では ｢生活モデル｣
的支援戦略を志向しているといえるかもしれないが, 生存権保障の機能は極めて脆弱で ｢社
会保障モデル｣ 的な制度設計は不十分である｡ したがって, 日本を含めて国際的な状況をふ
まえると, 実態的には ｢生存権保障を厳格に実行しようとする国家は, 支援効率の如何にか
かわらず, 必ず生活モデル的支援を利用しなければならない｣ というのではなく, 生存権保
障を回避する国家こそが生活モデルを強調しようとする傾向にあるというほうが, 現状を的
確に捉えているといえよう｡
それだけに今日の日本においては, 既存の社会保障・社会福祉の制度の枠組みや制度の内
容が限界にきているということを直視したうえで, 生存権保障を基底にした社会保障・社会
福祉制度の再構築とソーシャルワーク機能の充実とを同時に果たす必要がある｡
(2) 個別支援と地域支援の位置づけ
こうした観点からすれば, 厚生労働省の提示した ｢福祉の提供ビジョン｣ は, 生田や
NKH取材班が指摘するように年金制度や医療制度, 介護保険制度, そして生活保護制度と
いった社会保障の根幹をなす各種の制度が極めて深刻な機能不全状況にあるにもかかわらず,
抜本的な制度改革を回避して, もっぱら相談支援体制のあり方や, さらには住民間の ｢互助・
共助｣ を当て込み, 地域での相互扶助を再構築することの必要性を強調するという内容になっ
ていると解釈できる｡ この ｢福祉の提供ビジョン｣ をふまえて, ｢『我が事・丸ごと』 地域共
生社会実現本部｣ が設置され, 2016年度予算では, ｢地域の福祉サービスに係る新たなサー
ビスの構築事業｣ に73億円が計上され, ｢多機関の協働による包括的支援体制構築事業｣ に
５億円が計上されており, モデル事業が始まっているが (厚生労働省社会・援護局地域福祉
課 2016), 現時点ではその詳細は定かではないので, ここでは理論的な観点から気づいたこ
とを述べることにする｡
まず, ｢福祉の提供ビジョン｣, ｢『我が事・丸ごと』 地域共生社会実現本部｣ の設置の趣旨,
そして2016度に予算化されている ｢多機関の協働による包括的支援体制構築事業｣ の目的や
内容を読んでみると, ２つの課題が混在しているといえる｡ たとえば, ｢本人のニーズを起
点に支援を調整｣ し, ｢新しい地域包括支援体制を構築していく｣ という取組は, ｢個人のニー
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ズに合わせて地域を変えていくという 『地域づくり』 にほかならない｣ としている (厚生労
働省 2015：6)｡ こうした傾向は, 2016年６月に ｢ニッポン一億総活躍プラン～地域共生社
会～｣ が閣議決定され, そこで述べられている地域共生社会実現に向けての具体的施策が,
｢福祉の提供ビジョン｣ と重なっているためかいっそう顕著となる｡ 同年７月の ｢『我が事・
丸ごと』 地域共生社会実現本部｣ の設置の趣旨では, 最初の段落で ｢制度が対象としない生
活課題への対応や複合的な課題を抱える世帯への対応｣ などの課題があり, 十分な検討が必
要であると述べ, 次の段落では ｢『支え手側』 と 『受け手側』 に分かれるのではなく, 地域
のあらゆる住民が役割を持ち, 支え合いながら, 自分らしく活躍できる地域コミュニティを
育成し, 公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる 『地域共生社会』
を実現する必要がある｣ としているのである (厚生労働省社会・援護局地域福祉課 2016)｡
このように多機関との協働の仕組みをつくり包括的な相談支援体制を構築していくという課
題 (個別支援系の課題) と住民同士が支え合い, 主体的に課題解決に取り組めるような地域
社会を形成していくという課題 (地域支援系の課題) とが混同されているのである｡
しかし, このように個別支援と地域支援とを連続的・一体的に捉えるという傾向は, ここ
10年余りの間のコミュニティソーシャルワークの議論や地域を基盤としたソーシャルワーク
の議論に認められる典型的なパターンであり, 今日の地域福祉の陥穽にもなっている課題で
ある (松端 2015：200)｡ それは個別支援の文脈から地域福祉を捉えようとすることに偏重
しているという問題のみならず, ｢個別支援と地域づくりとの一体的支援｣ が, さも当然か
のように語られるという問題でもある｡ この問題は, 先のルーマンのシステム理論の枠組み
を用いるとより理解しやすくなる｡
岡村は, ｢社会福祉の対象となるような生活上の困難が発生しているのは, まさしく地域
社会においてであるから, その解決の努力も, 当然その地域社会のなかで, また, 地域社会
に向けて行われるのでなければならない｡ … (中略) …もし, 問題の徹底的解決をめざすの
であれば, 対象者個人に対する援助と同時に, 問題発生の根源である地域社会の社会構造や
社会関係の欠陥に迫るような福祉活動が必要となるであろう｣ とし, 個人に対する個別支援
だけでは問題の解決にとって不十分であって, 対象者をとりまく地域社会そのものを直接の
対象とする社会福祉の方法がなくてはならないとして, 地域福祉という新しい接近法が要求
されるのであるとしている (岡村 1974：12)｡
岡村の社会福祉の理論には, 困難な状況に置かれている主体としての個人の側から組み立
てる社会福祉原論系の議論と, 問題発生の根源である地域社会そのものを主体として捉えて,
そこから組み立てていく地域福祉論系の議論とがある｡ 上述したように前者の機能システム
のコードを仮に ｢生活困難の解決／非 (未) 解決｣ とすれば, 後者の機能システムは ｢地域
のガバナンス構築／未構築｣ とすることができる (松端 2012：106108)｡ なぜなら前者の
場合 (ここでは ｢個別支援システム｣ としておく), そこでの具体的な支援の内容は, 社会
関係の調整や社会資源の開発であり, 今日的には総合相談あるいは包括的な相談支援体制の
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構築が課題となるが, 後者の場合は (ここでは ｢地域支援システム｣ としておく), 岡村に
よれば ｢運動｣ ｢交渉｣ ｢参画｣ ｢自治｣ とか, ｢全住民による自由な討議の機会｣ をつくるこ
とが重視されているように (岡村 1974), 地域の自治なり, 今日の表現でいえばガバナンス
の構築が主要な課題として論じられているためである｡
このような理論的枠組みを用いると, 個人を支援することと地域づくりをすることとを安
直に接続してしまうことの問題性が明らかになる｡ すなわち, 困難な状況に置かれている個
人を支援する上では, その人なりその家族や世帯を ｢支援できるか否か｣ ということこそが
支援者に課せられた任務であり, 地域づくりができるか否かは直接的には関係のないことな
のである｡ 地域づくりが課題になるとすれば, 個別支援を実践するために地域にはたらきか
け, 地域づくりの必要性が生じた場合であるが, その場合でも目的はあくまで個別支援のた
めにということであり, 地域づくりそれ自体が目的となるわけではない｡ 確かに個別に支援
する実践を通じて地域づくりにつながるケースは存在するが, それはあくまでもその文脈に
おいてであり (ケース・バイ・ケースであり), すべての個別支援を地域づくりへと展開さ
せなければならないわけではない｡ たとえば, １週間の食費を1000円でなんとかやりくりし
ているくらい生活に困窮している住民が, 自らの支援を通じて地域づくりもしてもらいたい
などと思うことはまずないであろう｡ ｢地域づくと一体的に支援する｣ という言説が, いか
に支援する側の欲望であるのかということに自覚的でなければならない｡
こうしたことをシステム理論的にいえば, ｢地域づくり｣ という課題は ｢個別支援システ
ム｣ からは排除された第三項であり, それに対応するのは別のコードのもとで機能する ｢地
域支援システム｣ ということになる｡ ただし, 両者が実践場面で ｢一体的｣ に展開すること
はあり得る｡ しかし, それは ｢そうした場合がある｣ ということであって, ｢そうでなけれ
ばならない｣ ということではない｡ 個別支援の目的は地域づくりではないし, 地域支援の目
的は個々の住民の支援ではないのである｡
５. ｢福祉の提供ビジョン｣ の課題
(1) 包括的な相談支援体制の構築
さて, こうしたことを確認したうえで, ｢福祉の提供ビジョン｣ の課題を整理すると次の
４点になる｡ まず, 包括的な支援体制の構築については, ｢福祉の提供ビジョン｣ が述べて
いるように, ｢複雑化する支援ニーズへの対応｣ ができるよう ｢分野を問わない包括的な相
談支援｣ として ｢全世代・全対象型地域包括支援センター｣ といった相談体制を構築してい
くこと, そして新しい包括的な相談支援体制を担える人材 (モデル事業では ｢相談支援包括
化推進員｣ とされている) の育成・確保に努めたり, 各種制度の規制を緩和したり, 円滑に
報酬が支払われるようにしたり, 施設の用途を変更しやすくするなどの改善策については,
厚生労働省の責任でなすべき政策上の課題として提案することは理解できる｡
そして, そうした具体的な体制づくりについては, 市町村行政の責任において, 各自治体
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内の専門機関の配置状況などを勘案して整備していくべきことになる｡ その際, 包括的に支
援していけるよう各種の機関・団体がスムーズに連携し, 協働していけるような仕組みをつ
くるという側面と各種の専門職の力量を高めていくという課題があるが, いずれについても
待ったなしで取り組んでいくべき課題である｡ 相談支援体制の構築の側面では, 後述する生
活支援コーディネーターの配置も含めて, 役割を明確化し, 配置する人数を明確にする必要
がある｡
たとえば, 大阪府の泉大津市では, 人口約７万人に対して CSWは５人が配置されている
(うち１人はスーパーバイズを担当する基幹型 CSWである)｡ 一方, 枚方市の場合, 人口約
40万人に対して CSWは同じく５人であり, すべて社会福祉協議会に所属しており, 地区担
当 (コミュニティワーカー) を兼務している｡ 泉大津市ではスーパーバイズ担当の CSWの
みが社会福祉協議会の所属で, 他の４人の CSWは特別養護老人ホームを経営している社会
福祉法人に所属している｡ 泉大津市の CSWの場合は個別支援をベースにした対応が可能で
あるが, 枚方市の CSWの場合には個別支援に関わることはあっても人口比からしても地域
支援系のコーディネートに軸足を置くことになる｡ 一概に優劣をつけることはできないが,
同じ ｢コミュニティソーシャルワーカー｣ という専門職でも, 各自治体において CSWにど
のような役割を期待し, 具体的な成果として何を求めるのかということを明確にしたうえで
配置を進めていく必要がある｡ でなければ, 後述するように実践上の“やるべき”目標や,
“やったこと”の評価が“曖昧”になり, CSWや行政の責任も“曖昧”になってしまう｡
(2) 個別支援と地域支援の混同による弊害
第２に, このことと住民が地域で支え合いの活動を展開しているか否か, あるいはできる
か否かといったこととは, 別の次元の課題である｡ 確かにいくら ｢総合相談｣ の看板を掲げ
てみても, 困難な状況に置かれている住民本人や家族がすぐに相談に訪れるわけではない｡
実際のところ, 筆者がかつて大阪府の CSWの調査をしたときでも, ｢相談のルート｣ では
本人や家族よりも民生委員や福祉委員などの地域の関係者やケアマネジャーなどのほうが多
いという状況であった (松端 2008)｡ それだけに潜在化しているニーズを把握するためには,
民生委員やケアマネジャーなどとの連携を密にし, 本人が相談に訪れないような場合でも連
絡が入ってくる仕組みをつくる必要がある｡ また, 地域での見守り活動やサロン活動は, 予
防的な観点のみならず, ニーズを充足するうえでも重要である (松端 2013a)｡ その意味で
は, 地域づくりは大切な課題であるが, それはたとえば後述する井岡 (2015) でもそうであ
るように住民の自治的な活動であり, 地域支援として取り組むべき課題であって, 包括的な
相談支援体制の構築との関連でいえば, ニーズ発見の段階から支援の段階を通じて, そうし
た住民といかに“協働”するのかということが課題となる｡ 後述する藤井 (2015) のいう宝
塚市社会福祉協議会における ｢エリアチーム制｣ の取り組みは, そのひとつの例といえるか
もしれない｡
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また, 住民が取り組む課題解決の取り組みも, 日常生活にかかわる軽微な支援である｡ 単
純に線引きができるわけではないが, 経済的に困窮しているとか, 虐待があるとか, 精神的
に極めて不安定な状態であるとかというように, ｢住民の支え合い｣ では対応しにくいよう
な課題が多く存在するし, 実は包括的な相談支援体制が必要だとして問題になっている生活
課題の多くはそうした課題なのである (もちろん, 住民の活動により部分的には対応できる
面もあるだろうが)｡ 同様に ｢多世代交流・多機能型の福祉拠点｣ である ｢小さな拠点｣ を
地域のなかにつくることには意義があるが, そのことで今日の複雑多様化してきているニー
ズ, あるいは制度の狭間といわれているニーズのすべてに対応できるわけではない｡
それに一定のエリアに居住する住民の相談に分野を問わずにのり (したがって, 対応すべ
きニーズには際限がない), その住民に寄り添いながら地域づくりにつなげていくという支
援を実施するとなると, ひとりのワーカーが担当するケース数はどれくらいが妥当だと考え
ているのであろうか｡ こうしたことをふまえると, 現実的には地域にある各種の相談支援機
関が, それぞれの専門分野を切り口に ｢総合的・包括的｣ に相談に応じることで個別の支援
を徹底し, 一方, 社会福祉協議会のような団体は (各種の相談事業の受託をするとしても,
従来からの地区担当による) 自治的な地域づくりのために地域支援を地道に行い, 必要に応
じて個別支援と地域支援とをそれぞれの地域や自治体内で ｢総合｣ 化できるような仕組みづ
くりのほうが, 合理的であるといえる｡ なお, 松端 (2013b) では, 個別支援と地域支援と
の一体的展開を主張する立場である“実践的統合派”に対し, こうした機能を分担して担う
ほうが合理的だとする立場を“機能的分化派”としている｡
そして, 個別支援と地域支援とを一体的に展開することで, あたかも複合多問題ケースや
制度の狭間の問題が解決できるかのような錯覚に陥るという問題がある｡ たとえば, CSW
の実践報告の多くは, それぞれに実践していることの報告であって, 対応できていない個別
ケースや地域の課題に言及されることはほとんどない｡ そもそも潜在化しているニーズの全
体像は正確にはつかみようがないので仕方のない側面もあるが, 上述した藤田 (2015) の自
らの実践を船底に穴の空いたボートからバケツで水をくみ出すことのたとえを用いれば, 仮
にくみ出す人が少々増えたとしても, その状況に大きな変化はない｡ もちろん, そのことで
救われる人がひとりでもいるのであれば, そのこと自体は尊いことであるが, 額に汗して実
践している側からの記述は, 他に多くの救われない状態の人がいることを, そしてそうした
苦しい状態の人びとを生み出し続けているという構造的な問題への関心を弱くさせてしまい,
手の届いていない人びとがいることには言及しない状況ができあがってしまう｡ 個別支援と
地域支援とを安易に結びつけることで, 具体的に実践上の“やるべき”目標が拡散し,“やっ
たこと”の評価も難しく, 結局のところ個々人のニーズに応えて支援する専門職や専門機関・
団体, 行政の責任を“曖昧”にすることになり, 地域に対する“過剰な期待”を強いること
にもなるのである｡ 実は包括的な相談支援体制の構築や地域での支え合いを形成すべきであ
るといった議論が, 社会保障・社会福祉の抜本的な制度改革の必要性に関する議論を“隠
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蔽”する効果を果たしているということを認識しておく必要がある｡
(3) 社会保障制度の抜本的改革の必要性
したがって, 第３には ｢福祉の提供ビジョン｣ では言及されていないが, 社会保障・社会
福祉制度を生存権保障の観点から抜本的に改革していく必要があることを議論の俎上に乗せ
る必要がある｡ 縦割りの相談支援体制の弊害とか, コミュニティの希薄化とか, そうしたこ
とも課題ではあるが, 年金制度や生活保護制度など所得保障に関する政策, 住宅政策, 医療
や介護に関する政策, 子育て支援制度を含めた各種の福祉政策など生活の根幹部分を支える
政策・制度が機能不全状況にあることが, 先の各種のルポ的な文献を読んでみても明らかで
ある｡
小熊 (2014) は湯浅誠との社会運動に関する対談において, ｢日本の社会保障は上に優し
く下に厳しすぎる｡ 上の人間は貯金を築ける上に厚生年金で月に20万円もらえるのに, 下の
人間は国民年金を満額納めても月に６万円しかもらえないし, 最低賃金では生きていけない｡
そんな状態ならば, 生活保護に人が流れるのは当たり前で, それは日本の社会保障の制度設
計がおかしいからです｣ と述べ, 内閣参与を経験したためか物分りがよくなり, 単なる要求
とか原則論だけではいけないとか, ｢対話の回路｣ を開き ｢調整｣ する努力が必要だと説く
湯浅に対し, ｢『その言い方では説得力を持たないから, 要求を切り下げて言えばいい』 とい
うことにはならない｣ と述べ, ｢全体の調整を慮って, 対極の側に妥協すると, 少数者はか
えって損をする｣ ということを指摘し, 湯浅の見解に否定的である (小熊 2014：215240)｡
｢どう“社会を変える”のか｣ と題する東浩紀との対談において, 東も ｢『実質があれば OK』
という日本的な賢さというのは, じつは長期的には賢い選択ではない｣ と述べている (小熊
2014：287)｡ 小熊のいうように, 社会保障制度自体が機能不全状況にあるという問題の根本
から目を逸らすべきではないといえる｡
(4) 参加を期待される住民とは誰のことか
そして最後になるが, ｢『他人事』 になりがちな地域づくりを地域住民が 『我が事』 として
主体的に取り組んでいただく仕組み｣ を作るというとき (厚生労働省 2016), その住民とは
誰のことをイメージしているのであろうか｡ 藤田 (2016a) によれば, 2013年度時点で高齢
者約3200万人のうち ｢下流老人｣ は700万人であり, 概ね15～39歳の ｢貧困世代｣ が約3600
万人にのぼるとしている (藤田 2016a：314)｡ 上述したルポ的な文献でとりあげられてい
る状況も含めて, あるいは藤田 (2016a) が指摘しているように, 一過性の困難ではなく一
生涯の貧困が義務づけられている現代の若者たち＝｢貧困世代｣ にとっては, ｢地域共生社会｣
や ｢我が事・丸ごと｣ などということばは, おそらく空疎なものでしかないであろう｡ 地域
の生活課題を ｢我が事｣ と捉えられる住民というのは, 多くの場合, 実は特定の住民層に偏っ
ているのである｡
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高野 (2015) は, たとえば大規模団地においては, 高齢定住層, 青壮年移動層, 中高年移
動 (男性) 層といった住民層に分けられるが, ｢住民層間の関係形成｣ を図り, ｢地域社会の
福祉的な基盤｣ を形成することの重要性を指摘している｡ 住民の相互支援活動を ｢単なる福
祉活動の提供論｣ として捉えるべきではない (高野 2015：114)｡
では, 住民の主体的な参加に基づく地域福祉の実践を支援するためには, どのような取り
組みが必要なのであろうか｡ 次に具体的な実践例を参考に, 重要なポイントを確認してみる｡
６. 地域支援の実践例
滋賀県高島市社会福祉協議会の井岡 (2015) は, 同市社協の ｢住民の自発性支援としての
見守りを通した住民主体のまちづくり実践の方法と成果｣ についてまとめている｡ ｢孤立死
対策ではなく, 住民の主体的なまちづくりへの参加｣ や ｢住民の自発性を促進する社協の支
援とは何かが問われた｣ との観点は, 地域福祉実践研究の重要なポイントのひとつである｡
同市は2015年に５町１村の合併により誕生し, 人口５万人余りだが県内一の面積で, 人口
減少が続いている｡ 2011年度から取り組み始めた見守りネットワークは, 2014年の８月時点
で74の区・自治会 (36％) にまで広がっているが, 地域別にみると ｢人口カバー率｣ や ｢世
帯カバー率｣ が50％を超えている地域もある｡ 取り組み状況の差は, 合併以前の地域福祉活
動の蓄積の差でもあり, 以前からサロン活動などがあると, ｢見守りネットワークの提案に
対しても敏感に反応｣ があるという｡ 逆に ｢見守りは住民の信頼関係に基づく活動｣ でもあ
るので, 人口流入がある地域, 多様な背景を持つ住民によって構成される地域では, ｢一足
飛び｣ に見守り活動に取り組むのは難しいと考えられるため, ｢交流を中心とした関係性支
援から始め｣ ているという (井岡 2015：24)｡
2010年３月に策定した第１次地域福祉活動計画の策定を通じて, 見守り活動のコンセプト
を ｢訪問して安否確認すればいいという発想ではなく, 早期発見, 相談, つなぎ, 生活支援
といった幅広い様相が含まれ｣ ており, ｢見守りを出発点に, 居場所の多様化, 配食, 移送
サービス等の各種生活支援, 当事者組織化など, 小地域福祉活動から在宅福祉サービスまで,
住民の主体的な個別支援へと発展させる｣｡ また ｢パッケージ化された仕組みを社協から地
域へ降ろすということではなく, 住民の自発性, 参加性を促す提案が必要｣ であり, ｢山間
部から都市化した地区まで, 各地の多様性に配慮したオーダーメイドの活動を促すことを重
視する｡ 『あの人は心配』 と言う住民の気づきから始まる見守りでなければ地域の福祉力は
高まらない｣ としている (井岡 2015：4)｡
住民がこうした活動を生み出し, 推進していく言動力, 社協の側からすればそれを後押し
していく方法として, ①市域全体での地域福祉活動計画の策定の場, ②各区・自治会のリー
ダー層が参加する小学校区での住民福祉懇談会, ③住民参加を促し組織化される場としての
区・自治会での話し合いの場, ④活動を通じての気づきを共有し, 地域の課題を確認する見
守り会議, ⑤ ｢地域課題化｣ されたことを市域全体で考える見守りネットワークや見守りフォー
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ラムという ｢５つの場｣ の運営がある (井岡 2015：612)｡ 地域福祉活動計画の策定の際に
は, 地縁型組織だけでなく, さまざまな住民組織や当事者組織, ボランティアなどの参加の
もと合併前の旧６地域ごとの ｢住民福祉活動計画｣ の策定も併せて行い, そうしたプロセス
を経て ｢住民福祉懇談会｣ が誕生したという｡
また, 地区担当として旧６地区に１名の ｢コミュニティワーカー｣ を配置し, 市を北部と
南部に分けたチーム制にして専門性を高める工夫もしている｡ 住民が活動を通じて困難事例
にぶつかった場合でも, ｢いざとなった時のバックアップがあることで, 安心してニーズが
発見できるようにな｣ り, ｢入口 (発見) から出口 (対応) までワンストップ化｣ でき, ｢専
門職のコーディネートは, 社協のワーカーの重要な役割である｣ としている (井岡 2015：9)｡
計画策定を通じて, 区・自治会における福祉推進委員会の活動をシンプルにわかりやすく
｢サロン, 見守り, 生活支援｣ としたという｡ これは住民による福祉活動の発展過程でもあ
り, サロンを通じて交流が深まり, サロンに来てない人や来ることができない人への気づき
が生まれ, そうした人への見守りを通じて発見された困りごとに対応する生活支援につなが
るというような ｢説明｣ をすると, ｢住民にとってもわかりやすく, ワーカーにとっても区・
自治会の福祉活動の発展段階の指標｣ とすることができている (井岡 2015：6)｡
住民の主体的な福祉活動とそれを支援する (＝地域支援の) エッセンスが詰まった実践研
究であるといえる｡ 本稿においてこだわってきたことが, この井岡における実践の報告と分
析に凝縮されているともいえる｡
また, 2014年６月の介護保険法等の改正により, 地域包括ケアシステムづくりが進められ
ているが, そのなかでも介護予防訪問介護と介護予防通所介護が市町村による総合事業に移
行され, 2017年４月までに全市町村で実施することになっているため, 最も関心が高い改正
のひとつとなっている｡ 新しい総合事業における訪問型サービスおよび通所型サービスでは,
ともに①現行と同様のサービスに加えて, ② ｢訪問型サービス A｣ および ｢通所型サービス
A｣ として緩和した基準によるサービス, ③ ｢訪問型サービス B｣ および ｢通所型サービス
B｣ として住民主体による支援が加えられている (他のサービス類型については省略)｡ そ
して生活支援コーディネーター (地域支え合い推進員) の配置や ｢協議体｣ の設置を通じて,
市町村が中心となってサービスが創出されるよう①地域のニーズと資源の状況の見える化・
問題提起, ②地縁組織等多様な主体への協力依頼などの働きかけ, ③関係者のネットワーク
化, ④目指す地域の姿・方針の共有と意識統一, ⑤生活支援の担い手の養成やサービスの開
発, ⑥ニーズとサービスのマッチングといった役割を明示している｡
このように2014年の改正では, ｢住民の主体的な活動｣ を ｢活用｣ して, ｢地域づくり｣ を
目指す取り組みが制度化されたのである｡ 介護保険制度のもとでの ｢生活支援コーディネー
ター｣ は, 国は専門職に限定しておらず, 地域の住民でも可能という含みをもたせているが,
井岡の指摘にもあるように, この職種は専門職が担うべきであるといえる｡
また藤井は, 地域福祉学会においても ｢地域福祉実践研究｣ の確立に向けて, 継続して自
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らの研究と現場での実践のサポートを続けている｡ 藤井が監修を務める宝塚市社会福祉協議
会 (2015) は, そのひとつの成果でもある｡ 藤井 (2015) も宝塚市社協に関わり続けてきた
なかから ｢漏れない総合相談支援に向けた社協エリアチーム制構築｣ のための委員会運営に
ついて論考したものである｡
それは ｢住民の地域福祉実践を伴わない専門職間連携のみを重視した総合相談支援は十分
に機能しないのではないか｣ との ｢実践仮説｣ にもとづき, 宝塚市社協に研究者として ｢専
門職が住民と協働できる相談体制づくり｣ を課題としてかかわった実践の記録でもある｡ こ
こでいうエリアチーム制とは ｢一定のエリア内における地区担当職員 (コミュニティワーカー)
と在宅福祉事業職員及び相談支援職員のチームアプローチによって漏れのない総合的な対応
ができるよう｣ に行った ｢組織運営方法｣ のことであり, それを構築していくプロセスとプ
ログラムに着目して, 分析・検討している｡ 宝塚市社協の実践については, 紙面の都合上,
詳細にふれることができないが, 宝塚市社会福祉協議会 (2015) において詳しく整理されて
いる｡ ここでは研究者の役割について確認しておく｡ 藤井は, ①現場への実践仮説の示唆と
その推進のための連続的な合意形成への働きかけ, ②実施における職員への教育的かつ支持
的なスーパービジョン, ③委員会における開発の場のマネジメント, の3点を挙げている
(藤井 2015：22)｡ 実践研究を深めていくためには, 現場での地道な実践とそれをサポート
する研究者も重要な役割を担っているといえる｡
このように住民参加に基づく地域福祉実践の展開には, 専門職 (＝コミュニティワーカー)
による適切な支援 (＝地域支援) が必要となる｡ それは必ずしも個別の相談支援の延長線上
にあるものではない｡ 最後にまとめも兼ねて, 個別支援と地域支援との関係について, 個別
支援を切り口に整理しておく｡
７. おわりに―地域社会をいかに支えるか―
奥田ら (2014) は, 25年にわたる北九州市でのホームレス支援の実践をふまえて, 最近よ
く用いられるようになった ｢伴走型支援｣ の草分けとして, その必要性を提唱している｡ 伴
走型支援における第一局面としての個人の働きかけは, 生活に困窮している個人に伴走しな
がら, 困窮要件の解消に必要な支援制度や重要な他者への ｢つなぎ―もどし｣ を継続して行
う｡ そして, 第二局面としての社会への働きかけとしては ｢参加包摂型社会｣ (自由・平等・
連帯を主要な理念とし, 誰もが排除されることなく安心して生活できる社会) を地域につくっ
ていく活動を展開する｡ このように ｢①個人に対する支援 (対個人) と②社会的排除に抗し,
参加包摂型社会の創造を志向した社会に対する働きかけ (対社会)｣ が ｢セット｣ で考えら
れなければならないのである｡
奥田らによる伴走型支援は, ｢伴走が目的達成のための手段ではなく, 伴走という関係そ
のものが目指すべき目的である｣ とされている｡ 伴走によるケアは, ｢関係｣ そのものであ
る｡ 伴走が生み出す ｢関係｣ としてのケアの本質は, ｢『物語』 への参与である｣｡ ｢社会は物
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語の舞台であり, さまざまな人によって構成されている｡ しかし社会的排除はこの舞台から
人々を降ろすという構造をもつ｡ いったん舞台から降りると役割もセリフもない｡ 伴走によ
り関係を取り戻すことは, この舞台に再び参加することである｡ 舞台には, その人にしか果
たせない ｢役柄 (役割) とセリフがある｣｡ この舞台では支援者も当事者も同じ出演者であ
るので, 支援－被支援者の関係を超えて, ともに ｢物語｣ を担う共演者となる｡
こうした伴走型支援は, ｢なにげない日常｣ を支える支援であり, 自立支援というよりも
｢人生支援｣ とでもいうべきものである｡ そして, 必然的に社会のあり方が問題となってく
る｡ ｢単に困窮している個人の課題を解決し, もとの社会に戻すだけでは生活困窮の根本的
解決にはならない｡ 問題を根本的に解決するには, 生活困窮者を排除する社会そのものを参
加包摂型の社会にしていかなければならない｣ からである｡ そして個別的な支援と地域への
働きかけを別々に展開するのではなく, 両者を総合的・包括的に展開する支援のあり方が求
められることになる｡
ところで, 奥田らは ｢支援の 『答え』 は支援者と当事者との 『間』 にある｣ として, ｢何
が本当に必要なのかは実は当事者にも支援者にもわからない｣ としている｡ ｢それゆえ, 支
援とは単に相手のリクエストに応えるといったことでもなく, 支援者側の考えを押しつける
ことでもない｡ コミュニケーションの中から一緒に 『答え』 を見出していく｣ ことが, 支援
者の専門性であるとして, それは支援者と当事者との ｢コミュニケーションの中から支援の
形を共につくりだしていくというところで発揮されるものだ｣ ともしている (奥田ら 2014：
22)｡
武川 (2014) も社会福祉に内在する非対称性について, 権力と参加に関連づけて論じるな
かで次のように述べている｡ ある状態を達成するために何が必要かという必要 (ニーズ) の
問題と, 人がどのような状態で生きることを望むかという幸福 (ウェルフェア) の問題は別
のことがらであり, 前者は専門性や社会通念に基づいてある程度客観的に決まるが, 後者は
専門家と利用者との相互行為に依存するもので, 最終的には利用者本人が決めるべきもので
あるとしている｡
さて, こうしたことをふまえ, 個別支援と地域支援・地域づくりとを一体的に推進すると
いう考え方のもつ落とし穴を確認しておく必要がある｡ なぜなら, そのように表現すること
は, 個別支援を通じての地域づくりを目的化することでもあるので, 個別の支援が地域づく
りのための ｢手段｣ に転化してしまうためである (松端 2012)｡ このことは実践者やその論
者の ｢そんなつもりはない｣ というような主観的なレベルの話ではなく, 論理的な問題であ
る｡ 伴走型支援は, 先に確認したように伴走すること自体が目的である｡ また, ｢支援の答
え｣ はあらかじめ決まっていることではなく, 支援者と当事者との関係を通じて確認されて
いくものである｡
個々人への支援を通じて地域支援・地域づくりに展開するかどうかは支援者と当事者との
関係を通じて確認すべきことであり, あらかじめ支援の目標として確定しているのではない｡
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したがって, 個別の支援に先立って地域支援への展開 (｢地域づくりへ｣) というようなゴー
ル (支援の答え) があるのではなく (だから ｢個別支援を通して地域支援へ｣ でなく), ｢個
別支援 (生活上の課題のある個人の支援) を展開していくうえで, その人の置かれている状
況に応じて, 地域づくり (地域の働きかけ) が必要となる｣ というのが, こうした実践の性
格をより適切に表現することになるといえる｡ すなわち, ①個別支援と地域支援とが一体的
に推進できるか否かは, ケース・バイ・ケースであり, ②個別の支援であるのに, あらかじ
め地域支援を目的化することは ｢本人中心｣ の支援に反する事態を生じさせる可能性があり,
③個別支援 (基本原則は ｢個別化｣) からではなく, 地域社会そのものにはたらきかけるア
プローチ (｢集約化｣ された地域課題への対応) のあり方を検討する必要があることなどを
確認しておく必要がある｡
また, 地域包括ケアシステムについて, 宮本編 (2014) は, 示唆に富んでいる｡ たとえば,
第１章のタイトルは ｢地域社会をいかに支えるか｣ (宮本 2014) である｡ 政策的に推し進め
られている ｢地域包括ケア｣ を無批判に受け入れるのではなく, 多角的に分析・検討するこ
とで, ｢脱神話化｣ (宮本ら 2014) し, ｢個を支える地域｣ として期待される地域社会が直面
している課題を ｢地域社会の困難｣ として整理し, ｢地域社会に焦点を当てた生活保障の再
構築｣ を展望している｡ 地域におけるケアを当然視するのではなく, 一歩踏みとどまって,
｢地域社会｣ そのものを支援の対象としつつ, 地域包括ケア実現に向けての可能性と課題を
検討しているところに本書の大きな特徴がある｡ そして, 地域包括ケアシステムを高齢者福
祉領域に限定せずに, 生活困窮者支援, 障害者福祉, 子ども・子育て支援などより多様な福
祉領域を含めた自治体における ｢包括化｣ が必要であるとされている｡ たとえば, 高齢者の
生活支援ニーズへの対応と生活困窮者や障害者の就労支援とを結びつけると実に多様な展開
が期待できることなどが紹介されている｡
一方で課題としては, 井上 (2014) においても論じられているが, 地域包括ケアシステム
という理念の ｢外部依存性｣ を挙げている｡ 個々の住民の置かれている状況やニーズをふま
えて地域のなかでケアを組み立てていこうとすれば, 個々人の置かれているコンテクスト
(文脈) を考慮する必要があり (生活課題の個別性), どのようなケア・支援が可能かという
ことは, その地域の状況に依存する (支援資源の地域性)｡ さらには制度横断的な介護や医
療, 住宅, 生活支援を連結させていく資源力やコスト, コーディネートできる専門職や専門
機関の有無やその力量といった資源も外部依存的である｡ このように地域包括ケアのシステ
ムづくりは二重, もしくは三重の意味で外部依存的・文脈依存的であるために, これまでの
社会保障が前提としてきたような標準的な生活を想定できず, 一斉的な支援の指標を示すこ
とが困難となる｡ にもかかわらず, 地域包括ケアシステムの理念は ｢没地域性｣ を特徴とし
ている｡ ベストプラクティスとして紹介される地域の実践も極めて特殊な地域性に依存して
いるので, どこの地域でも実現できるわけではない｡ 地域福祉の実践は, つねに ｢“地域”
福祉でしかない｣ のである (松端 2015)｡
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こうしたことをふまえると, 地域福祉においては, ｢個を地域で支えるための支援｣, ｢個
を支える地域にしていくため｣ の支援だけではなく (それは文脈上, 個人を ｢支援｣ するた
めの ｢資源｣ としての ｢地域｣ を意味するので, 個別支援を基点とするアプローチである),
｢個を支える地域｣ あるいは ｢地域における支え合い (共生)｣ を支えるための支援, すなわ
ち集合的な概念としての地域社会そのもの (市町村とか, 小・中学校区や自治会, 集落など
の一定の範域で区切られる地域) を支援する文字通りの意味での ｢地域支援｣ が必要となる｡
おそらくこの点にこそ, 地域福祉の地域福祉たる所以がある｡ そしてその際のキーワードは,
岡村 (1970, 1974) のいう ｢地域の主体性｣ であり, 右田 (1993, 2005) のいう ｢自治｣ な
のである｡
以上, 本稿では文献レビューを中心にした考察を通じて, 自治体におけるこうした個別支
援系の専門職の配置を中心とした相談支援体制を構築していく際には, 地域支援の機能と安
易に混同するのではなく, むしろ機能を分化することの必要性を確認した｡ こうした理論的
な仮説をもとに, 大阪府を中心に CSWや地域福祉コーディネーター等に対するインタビュー
調査を実施しているが, その成果は別途, 公表する｡
なお, この研究は, 科学研究費補助事業基盤研究 C (平成26～28年度) ｢相談支援とコミュ
ニティワークとの機能的総合化に関するシステム論的研究｣ (課題番号：JP 26380810) およ
び2014年度桃山学院大学特定個人研究費の研究による成果の一部でもある｡
ここに記して感謝いたします｡
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Two Functional Systems in Community Practice :
Focusing on Personal Support and Community Organizing
MATSUNOHANA Katsufumi
This study distinguishes the difference between personal support and community organizing as
community practice by critically analyzing the policy trends of the Ministry of Health, Labour and
Welfare and referring to Niklas Luhmann’s systems theory.
The policy currently adopted by the Ministry of Health, Labour and Welfare aims to structure
a counseling and support system. This policy, however, confuses personal support, which
provides consultation and supports each client on individual basis, and community organizing,
which encourage the participation of citizens to create a better community.
This study, therefore, distinguishes the functional differences between the two types of
support to clarify the necessity of appropriate staffing : i.e., personal supporters who cater to
individual needs, and community organizers who assist people to improve their own communities
by undertaking collective action, in order to promote community welfare in each community.
